身体障害者福祉法第15条の規定に係る指定医師に関するQ&A
問い合わせ内容

■　東京都で指定申請する方

（１）指定申請をするには、どのような手続きすればよいか。
（２）複数の担当科目について指定申請できるのか。

（３）複数の医療機関で診断書を作成したい場合、どのように申請するのか。

（４）現在の医療機関に既に指定医がいるが、申請は可能か。
（５）東京都外で既に指定を受けている場合の申請方法を知りたい。

（６）指定申請書提出後の手続きについて知りたい。

（７）指定を受けた後の注意事項を知りたい。

（８）大学病院の外科で５年臨床経験がある。指定はされるか。
■　既に東京都で指定されている方

（1） 勤務する医療機関が変わる場合の手続きを知りたい（都内の医療機関の場合）。
（2） 変更届を提出したが、手続きが完了するまで診断書は書けないのか。
（3） 勤務する医療機関が変わる場合の手続きを知りたい（都外の医療機関の場合）。

（4） 新たに診断書を作成する医療機関を増やしたい場合の手続きを知りたい。
（5） 診断書を作成する医療機関を減らしたい場合の手続きを知りたい。

（6） 指定内容の変更手続きを忘れていた場合の手続きを知りたい。

（7） 自分が指定を受けているかわからない場合、どうすればよいか。

（8） 指定書を紛失してしまったので、再発行してほしい場合はどうすればよいか。

（9） 指定医講習会について知りたい。

（１０）診断書の作成方法について聞きたい。
■　東京都で指定申請する方　
（１）指定申請をするには、どのような手続きすればよいか。

　　　こちらのホームページで様式１から３までをダウンロードし、「様式３記入例及び記入要領」を参考にして申請書類を作成してください。申請書類は、診断書を作成しようとしている医療機関の所在地を管轄している区市町村を経由して東京都に提出してください。郵送でよいか等の具体的な提出方法については、各区市町村にお問合せください。※「申請先一覧」参照。
（２）複数の担当科目について指定申請できるのか。

　　　一度に複数の担当科目を申請することは可能です。その場合、様式１から３までの「担当科目」欄に複数の科目を記載していただければ、各様式は1部作成していただくだけで結構です。
※　同時に複数科目を申請する場合、提出する書類を科目ごとに用意する必要はなく、まとめて1式をご提出いただければ結構です。

　　　なお、指定申請に際しては、指定基準をよくご確認ください。例えば、主として標ぼうする診療科名が内科で、その専門領域が消化器内科である医師が、肢体不自由について申請しても、社会福祉審議会身体障害者福祉分科会において肢体不自由に関する臨床経験が認められなかった場合は、指定はされません。

（３）複数の医療機関で診断書を作成したい場合、どのように申請するのか。

　　　様式１の「診療に従事する医療機関の名称及び所在地並びに電話番号」欄及び様式３の「現勤務場所」欄に複数の医療機関について記載し、それぞれの医療機関で様式２を作成してください。なお、申請書類はいずれかひとつの医療機関の所在地を管轄している区市町村にご提出いただければ結構です。
（４）現在の医療機関に既に指定医がいるが、申請は可能か。

　　　可能です。指定は医師個人に対するものなので、同一医療機関に複数の指定医師がいることは全く問題ありません。

（５）東京都外で既に指定を受けている場合の申請方法を知りたい。

　　　東京都外で指定を受けられていても、東京都での指定申請においては、申請から指定までの手続きや指定基準について、他の申請者と何も違いはありません。
（６）指定申請書提出後の手続きについて知りたい。

　　　特に必要な手続きはありません。原則として、指定日前までに指定書等の結果通知がお手元に届きますので、それまでお待ちください。

なお、社会福祉審議会身体障害者福祉分科会に諮問するにあたり、申請書類の記載内容に関して、東京都の担当者から照会をかけさせていただく場合がありますので、ご協力をお願いいたします。
（７）指定を受けた後の注意事項を知りたい。

　　指定書が送られてきます。紛失されても再発行はできませんので、大切に保管してください。また、毎年、東京都心身障害者福祉センターにおいて指定医講習会が開催されます。年によって対象者は異なりますが、センターから通知が届きましたら、必ずご参加ください。
　　なお、指定内容に変更が生じた等の場合については、次節をご確認ください。
（８）大学病院で５年臨床経験がある。指定はされるか。

　・５年の臨床経験のみでは判断できません。担当科目の専門性が必要となりますので、診療科目によっては（外科・内科・小児科等）こちらで専門や詳しい診療経験、関係学会の加入状況等を確認させていただく場合があります。詳しい内容を伺った上で審議会での判断となりますのでご了承ください。
　　・平成１６年以降のスーパーローテートの研修期間は、専門の診療科での経験が数か　　月単位であり専門性について判断が難しいため必要な臨床経験年数としては算定されません。ご留意願います。
　　・じん臓機能障害について、大学病院又はそれに準ずる病院（医師法第１６条の２第１項の規定による臨床研修を行う病院等）での慢性透析療法の経験が必要となります。

　　（様式３　経歴書　３　慢性透析療法の経験欄）
■　既に東京都で指定されている方　
（１）勤務する医療機関が変わる場合の手続きを知りたい（都内医療機関）。

原則として、変わった先の医療機関の所在地を管轄している区市町村に、変更届をご提出ください。
なお、区市町村の窓口で届出を受理した時点から、変更後の医療機関で作成された診断書が有効となります。
変更の手続きが完了しましたら「指定内容変更確認書」を東京都からお送りします。なお、「指定内容変更確認書」をお待ちいただかなくとも、変更手続きをとられている場合は、診断書は有効です。

（２）変更届を提出したが、手続きが完了するまで診断書は書けないのか

変更届の手続きをなさっている間も診断書は有効です。区市町村の窓口で届出を受理した時点から、変更後の医療機関で作成された診断書が有効となります。

変更届は受理したものから順番に処理しております。お時間を要する場合もございますのでご了承ください。

（３）勤務する医療機関が変わる場合の手続きを知りたい（都外医療機関）。

　　　東京都外の医療機関に転出され、都内の医療機関では診断書を作成しない場合は、指定内容の変更ではなく、指定の辞退となりますので、変更届ではなく辞退届を、指定を受けていた医療機関の所在地を管轄している区市町村にご提出ください。
他道府県へ転出し、今後東京都に戻る予定がある場合は、辞退届は提出せず、その旨をファックス等でお知らせください。指定医師名、指定医師登録番号（わかれば）、指定科目、直近の登録してある病院名、診療科名、担当者名、担当者連絡先を記載ください。※様式は自由です。
（４）新たに診断書を作成する医療機関を増やしたい場合の手続きを知りたい。

　　　原則として、新たに診断書を作成する医療機関の所在地を管轄している区市町村に、変更届をご提出ください。その際、変更届には、診断書を作成する都内の医療機関を全て記載してください。新たに診断書を作成する医療機関のみが記載されていると、それまで診断書を作成していた医療機関では診断書を作成できなくなります。

（５）診断書を作成する医療機関を減らしたい場合の手続きを知りたい。

　　　原則として、診断書を作成しなくなる医療機関の所在地を管轄している区市町村に、変更届をご提出ください。その際、変更届には、変更届提出後も診断書を作成する都内医療機関を全て記載してください。診断書を作成する都内の医療機関がなくなる場合は、変更届ではなく辞退届を提出していただくことになります。

（６）指定内容の変更手続きを忘れていた場合の手続きを知りたい。

　　　早急に変更届をご提出ください。そのままでは作成した診断書が無効になります。

（７）自分が指定を受けているかわからない場合、どうすればよいか。

　　　東京都または区市町村にお問合せください。
（８）指定書を紛失してしまい、再発行してほしい場合はどうすればよいか。

　　　知事公印が押印された指定書は再発行できません。必ず大切に保管してください。
（９）指定医講習会について知りたい。

　　　東京都心身障害者福祉センター障害認定課認定調整係にお問合せください。

　　　電話番号：０３－３２３５－２９６１
（１０）診断書の作成方法について聞きたい。

東京都心身障害者福祉センター障害認定課障害者手帳係にお問合せください。

　　　電話番号：０３－３２３５－２９６３
■　その他のお問合せ　
東京都福祉保健局障害者施策推進部施設サービス支援課・調整担当　15条指定医担当
にお問合せください。
電話番号：０３－５３２０－４４６６（直通）
